
今後の空き家対策のあり方について

〇 居住目的のない空き家は、この20年で1.9倍に増加し、今後も増加見込み （1988年:182万戸⇒2018年：349万戸⇒2030年：470万戸（見込み））
〇 活用意向がない又は意向はあっても活用に向けた活動に入っておらず「そのままにされている空き家」が相当数。日頃の管理も十分ではない。

現 状

〇 管理不全の空き家は周辺への悪影響（負の外部性）をもたらすため、空き家は個人の問題にとどまらず、地域の問題
〇 地方自治体のマンパワー不足等により、周囲に著しい悪影響を及ぼす特定空家等になってからの対応では限界
〇 特定空家等となる前の段階での発生抑制、活用や適切な管理等を促進するこれまでの取組は不十分

〇 活用困難な空き家の除却等の取組を加速化・円滑化
〇 「空き家をなるべく早い段階で活用する」との考え方を基本とし、所有者や活用希望者の判断を迅速化する取組を推進
〇 特定空家等の状態となる前の段階から有効活用や適切な管理を促進し、地域経済やコミュニティの活性化に繋げる
⇒ 法制度、予算、税制等の様々な政策ツールを活用し、官民が連携して総合的に取組を推進。自治体やNPO等の先行・優良事例を横展開

基本的問題意識

基本的方向性

①発生抑制 ②活用促進 ③適切な管理・除却の促進

④NPO等の民間主体やコミュニティの活動促進

〇 所有者や家族の「住宅を空き家にしない」
との意識の醸成
・ 「終活」としての空き家対策の重要性・
空き家リスク等の意識啓発・働きかけ
・ 自治体やNPO等が専門家と連携し、
セミナー・相談会等の実施
・ 意識啓発の汎用ツールの作成・普及 等

〇 所有者のニーズに応じ死後に空き家としな
い仕組みの普及
・ リバースモーゲージ等の活用の円滑化

〇 相続人への意識啓発・働きかけや相続時の譲渡等
の促進
・ 相続時に、自治体・NPO等が空き家リスクや相談先
の周知、空き家バンク登録の働きかけ、相談対応
・ 空家部局と戸籍部局等が連携して相続人を把握
・ 相続空き家の早期譲渡を促すインセンティブ拡大等

〇 空き家の流通・活用の促進
・ 所有者への空き家の管理負担やリスク、相談先
の周知、空き家バンク登録の働きかけ、相談対応
・ 全国版空き家バンクの普及、地域ニーズに応じた
活用需要の掘り起こし・マッチング促進
・ 一定のエリアでの重点的活用を促進する仕組み
・ 空き家活用のモデル的取組への支援強化
・ 省庁間、自治体の部局間の連携体制強化 等

〇 所有者の主体的な対応を後押しする取組
・ 所有者の管理の拠り所となる指針作成
・ 自治体、NPO等、自治会から所有者へ適切な
管理を働きかけ
・ 活用困難な空き家の除却への支援
・ 所有者の責務の強化 等

〇 市区町村の積極的な対応を可能とする取組
・ 所有者把握の円滑化
・ 特定空家となるおそれのある空き家の所有者に適
切な管理を促す仕組み（住宅用地特例解除を含む）
・ 活用困難な空き家の除却への支援強化

・ 地域の実情に応じ、条例等で一定の空家除却後の
固定資産税負担軽減が可能であることの横展開
・ 財産管理制度の利用の円滑化
・ 緊急時の代執行等特定空家への措置の円滑化等

〇 NPO等の民間主体の活動を促進する取組（市区町村の取組を補完）
・ NPO等が所有者に寄り添い、空き家の活用・管理に係る相談対応やマッチン
グ等の活動をしやすくする環境整備（NPO・社団法人等の公的位置づけ等）

今後の空き家対策

対策の充実・強化が
不可欠

〇 地域コミュニティの取組の促進
・ 地域レベルで空き家を放置しないとの意識の醸成
・ 自治会等から所有者への管理・活用の働きかけ 等

（社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
空き家対策小委員会とりまとめ（令和5年2月7日））



• 居住目的のない空き家はこの20年間で1.9倍に増加(約350万
戸(2018年))。今後も増加見込み。

• 空家法の制定以降、著しく保安上危険又は衛生上有害な特
定空家等の除却等は、より優先度の高い取組として進展。

空き家対策に係る基本的問題意識
 空き家は個人財産である一方、管理不全状態となると悪影響を与える

外部性を有するに至るため、個人の問題にとどまらず地域・コミュニ
ティの問題でもある。

 地方自治体のマンパワー不足等により、除却を中心とした対応や危険
な特定空家等になってからの対応では限界。

 特定空家等となる前の段階での発生抑制、活用促進及び適切な管理等
を促進するこれまでの取組は不十分。発生抑制・活用促進に係る現状と課題・問題意識

空き家所有者の現状
• 取得原因は相続が55％。所有者の約3割が遠隔地に居住。
• 所有者の約3割が空き家のままにしておく意向。活用意向はあっても

何ら活動をしていない者も多い。
• 空き家にしておく理由として「解体費用や労力・手間をかけたく

ない」との消極的な理由のほか、「特に困っていない（問題と認
識していない）」とする所有者も少なくない。

市区町村の現状
• 移住・定住の促進など、何らかの形で空き家の利活用に資す

る取り組みを行っている市区町村は約8割。
• 中心市街地等の一定の地域に空き家が集中していることも多い。
• 6割の市区町村でマンパワーや専門的知識の不足が課題

制度的対応を求める地方自治体の声
• 規制緩和を含む区域を絞った重点的な対策や民間主体の活用。

空き家の現状

発生抑制・活用促進に係る課題・問題意識

 活用等に向けた所有者の意識が乏しく、高齢の所有者などは、管理や
活用の情報を取得することが困難な場合も。

 相続前の話し合い不足等により、相続後の意思決定に時間を要する。
 遠隔地に居住する又は活用意向がない相続人の場合、管理不全となる

可能性が大きい。
 活用意向があっても利用可能な相談先が少なく、買い手・借り手が見

つからないまま放置するおそれも。
 地域の拠点となるエリアへの空き家の集中は、地域の本来的機能を低

下させるおそれ。
 地方自治体の空き家担当部局と福祉等の他の部局との連携が限定的。

市区町村の現状
• 市区町村が把握した管理不全の空き家は累計約50万件、うち約14

万件は、空家法に基づく措置等により除却等されたものの、約2
万件の特定空家等や、約24万件にのぼるその他の管理不全の空き
家は、今なお現存。(約10万件は状況不明)

• 市区町村が所有者を探索しても、9％は所有者が判明せず。

• 6割前後の市区町村でマンパワーや専門的知識の不足が課題。

適切な管理・除却の促進に係る課題・問題意識
＜所有者の抱える課題＞
 所有者の管理意識が十分とはいえない。管理や除却に係る情報の不足。
 管理不全の空き家が放置されると、特定空家等となるおそれ。
 管理状態を問わない固定資産税の住宅用地特例の適用が空き家の温存

となるおそれ。一方除却後の負担増の懸念から所有者が解体を躊躇も。
＜地方自治体の抱える課題＞
 マンパワー・専門的知識不足により所有者への働きかけ等が不十分。
 特定空家のハードルが高く、特定空家と判断するのに躊躇。
 特定空家となる前段階の措置が不十分。特定空家等に該当しないと住

宅用地特例の解除は事実上困難。
 財産管理制度や代執行制度などは、手続負担等により活用を躊躇。

制度的対応を求める地方自治体の声
• 所有者等の管理責任の強化、特定空家等の発生予防、財産管理制

度の円滑利用、緊急時の代執行など。

適切な管理・除却の促進に係る現状と課題・問題意識

今後の空き家対策のあり方について ［現状と問題意識］
社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 空き家対策小委員会とりまとめ（令和5年２月7日）



活用困難な空き家の除却等の取組を加速化・円滑化する。
空き家をなるべく早い段階で活用するため、所有者等の判断を迅速化する取組を進める。
特定空家等の状態となる前の段階から、有効活用や適切な管理を促進し、地域経済やコミュニティ
の活性化に繋げる。

発生抑制

今後の空き家対策の
基本的方向性

所有者の死後もなるべく空き家にしないため、自宅の取扱いを検討し、それを家族に共有することの重要性
について意識の啓発を図る。

所有者やその家族の意識の醸成  「終活」を一般化し、親が元気なうちに対処方針を話し合うことの重要性を啓発。
 生前に対処方針を決めておく方法や空き家リスクについての情報提供の充実。
 住宅を適切に管理し長く使っていくことや空き家が周囲へ悪影響を及ぼさないよ

うにすることの重要性や空き家対策に係る取組に関する住教育の充実。
 地方自治体・NPO等による不動産等の専門家と連携したセミナー・相談会の開催

や相談員の派遣等を行い、高齢の所有者に不足している情報を補完。
 空き家担当部局と福祉部局等とが連携して、高齢の所有者への対応を促進。
 このような取組に活用可能な汎用ツールの作成・普及。

所有者のニーズに応じ死後に空き家としない仕組みの普及
• 自宅を生前に担保化・現金化し自らの生活資金として活

用する所有者ニーズに応じた仕組みの活用を円滑化。

具体的取組

 リバースモーゲージなど住宅を資産として活用しつつ居住を継続する仕組みにつ
いて、十分な制度的理解のもとで適切に利用を拡大できるよう周知を促進。

活用促進
空き家期間の短縮を図るため、所有者に寄り添って「空き家は早期に活用する」との意識を醸成。
周囲に悪影響を及ぶに至っていない空き家についても施策対象に位置付け。
所有者・活用希望者双方の早期の決断を促し、活用を支援する取組を推進。

相続人への意識啓発・働きかけや相続時の譲渡等の促進

相続後なるべく早期に活用等がなされるようにすることが
重要。相続人に寄り添って意思決定を促すため、
・市区町村から相続人に対する働きかけ
・地方自治体・NPO等の民間主体による相談対応
・相続空き家の早期譲渡を促すインセンティブの拡大
等の取組を促進。

具体的取組

① 相続等により空き家を取得した段階での取組

• 所有者及びその家族に「空き家としない」との意識を
醸成。

• 「終活」の一環としての空き家対策の重要性・空き家
のリスク等について、意識の啓発・働きかけを促進。

 法制度、予算、税制、ガイドライン等の様々な政策ツールを活用し、官民が連携して総合的に取組を進める。
 地方自治体やNPO等の先行事例・優良事例について横展開を促進。

等

等

等

今後の空き家対策のあり方について ［今後の空き家対策①］
社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 空き家対策小委員会とりまとめ（令和5年２月7日）

 死亡・相続等に際して市町村で必要となる届出等の行政手続の際に、相続人へ空
き家の管理負担やリスク、相談先等を周知し、自らによる活用や第三者への譲渡
に係る早期決断を促進。

 市区町村庁内の連携により相続人を把握し、空き家バンクへの登録を働きかけ。
 相続空き家の譲渡所得の特別控除制度の延長・拡充によるインセンティブの拡大、

周知。

具体的取組



活用促進

空き家の流通・活用を促進する取組

• 所有者への働きかけ、活用需要の掘り起こしやマッチン
グ等を促進するとともに、活用の仕組みや支援を充実。

• 中心市街地活性化、観光振興、移住促進などの地域活性
化や、福祉対応や地域コミュニティの維持強化など、地
域の状況に応じた空き家活用ニーズの掘り起こし。

• 地域特性等を踏まえ、重点的に活用を促進する地域を設
定する仕組みも検討。

② 空き家状態となった後の取組

適切な管理・
除却の促進

所有者に管理の意識を醸成し、適切な管理を促進。
特定空家等となる前の段階での措置を促すとともに、特定空家等の除却を更に円滑化。

所有者の主体的な対応を後押しする取組
• 適切な管理が所有者の責務であるとの意識の醸成。
• 所有者による適切な管理・除却が可能な環境を整備。

具体的取組

市区町村の積極的な対応を可能とする取組
• 市区町村の特定空家の所有者等への措置を更に円滑化。
• 特定空家等の状態となる前に所有者に適切な管理を促す。

具体的取組

NPO等の民間主体や
コミュニティの活動の促進

NPO等※の民間主体による所有者へのきめ細かな対応や市区町村の取組を補完する取組の促進。
地域コミュニティを巻き込んだ空き家対策を促進。

NPO等の民間主体の活動を促進する取組
具体的
取組

地域コミュニティにおける取組
具体的
取組

 空き家をそのままにしないとの意識の地域レベルでの醸成。
 地域コミュニティの担い手である自治会等から所有者への働きかけを促進。

等

等

等

等

等

※ NPO法人及び地域に根ざした活動を行う不動産、建築、法務等の分野の事業者
団体又は資格者団体等

今後の空き家対策のあり方について ［今後の空き家対策②］
社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 空き家対策小委員会とりまとめ（令和5年２月7日）

 所有者の管理の拠り所となる指針等の作成。
 自治体、NPO等、自治会から所有者への適切な管理を働きかけ。
 所有者の判断に資する除却費用等の情報提供の充実、除却への支援強化。
 所有者の責務の強化

 市区町村が所有者探索に活用できる情報の拡大や取得の円滑化。
 特定空家等の状態となるおそれのある空き家の所有者に適切な管理を促すことを可

能とする仕組み。(固定資産税の住宅用地特例の解除の検討を含む。）
 活用困難な空き家の除却への支援強化。
 地域の実情に応じ、条例等により一定の空き家を除却した場合の固定資産税の負担

軽減を可能であることの周知・横展開。
 市区町村による財産管理制度の利用を円滑化する仕組み。
 緊急時の代執行など特定空家を対象とした措置をより円滑化する仕組み。

 NPO等が空き家の活用・管理に係る相談対応や活用希望者とのマッチング等の
活動をしやすくする環境整備（NPO・社団法人等の公的位置づけや所有者情報
の円滑な提供等）

 NPO等が自治体と連携して所有者に早期の活用や適切な管理を働きかけ
 自治体やNPO等が連携したまちづくり協議会等での意識醸成、活用方策の検討

具体的取組  地方自治体、NPOや自治会等から所有者への活用の働きかけを促進する
とともに、相談窓口の設置を促進。

 空き家所有者情報の外部提供ガイドラインの充実、周知。

ⅰ)所有者へ活用を
促す取組

 全国版空き家バンクへの地方自治体の参加促進。活用希望者が探索しや
すく空き家の魅力も感じられるような掲載情報の充実による活用の促進。

 買い手の判断に資する物件価格・改修費に係る情報提供の充実。
 自治体や民間事業者等による地域のニーズに即した需要の掘り起こしや

マッチング等の活動を促進。
 地域の空き家への利用ニーズを集約・公開する取組を促進。
 所管を超えた空き家の利活用を促進するための省庁間、地方自治体の部

局間の連携体制の強化。

ⅱ)活用需要喚起
と活用希望者の
判断に資する情
報提供の充実

 一定のエリアにおける重点的な活用を促進する仕組み。
(所有者への働きかけや接道・用途規制の合理化など）

 低未利用地の譲渡所得の特別控除制度の延長・拡充。
 空き家を活用する小規模不動産特定共同事業の活用促進。

ⅲ)活用を促進する
仕組みや支援の
充実


